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厚生労働省の内部組織に関する訓令の一部を改正する訓令案　新旧対照条文 

○　厚生労働省の内部組織に関する訓令（平成13年厚生労働省訓第１号）（抄） 

                                                                                                          　（傍線部分は改正部分） 

改　　正　　案 現　　　　　行

（書記） （書記） 

第９条　局及び人材開発統括官の下に、書記１人（労働基準局、職業 第９条　局並びに人材開発統括官及び政策統括官の下に、書記１人

安定局及び雇用環境・均等局並びに人材開発統括官の下の書記にあ （労働基準局、職業安定局及び雇用環境・均等局並びに人材開発統

っては、関係のある他の職を占める者をもって充てられるものとす 括官及び政策統括官の下の書記にあっては、関係のある他の職を占

る。）を置く。 める者をもって充てられるものとする。）を置く。 

２　政策統括官の下に、書記２人（うち１人は、関係のある他の職を （新設） 

占める者をもって充てられるものとする。）を置く。

３～５　（略） ２～４　（略）

（総括調整室及び厚生労働省改革推進室） （総括調整室、厚生労働省改革推進室及び情報化担当参事官室） 

第９条の３　大臣官房に、総括調整室及び厚生労働省改革推進室を置 第９条の３　大臣官房に、総括調整室、厚生労働省改革推進室及び情

く。 報化担当参事官室を置く。

２～７　（略） ２～７　（略）

８　厚生労働省改革推進室に、室長（組織令第１８条第１項に規定す ８　厚生労働省改革推進室に、室長（組織令第１８条第１項に規定す

る総括審議官をもって充てられるものとする。）、室長代理（関係 る総括審議官をもって充てられるものとする。）、室長代理（組織

のある他の職を占める者をもって充てられるものとする。）並びに 令第１９条第１項に規定する参事官をもって充てられるものとす

所要の室員（関係のある他の職を占める者をもって充てられるもの る。）並びに所要の室員（関係のある他の職を占める者をもって充

とする。）を置く。 てられるものとする。）を置く。

９～11　（略） ９～11　（略）

（削る） 12　情報化担当参事官室は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 (１)　社会保障制度に関する情報政策に係る総合的かつ基本的な政策

 の企画及び立案並びに推進に関すること。 

 (２)　厚生労働省の所掌事務に関する情報政策に係る総合的かつ基本

 的な政策の企画及び立案並びに総合調整に関すること。 
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 (３)　地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律

 （平成元年法律第６４号。以下「医療介護総合確保法」とい

 う。）第１２条の規定による保健医療等情報を正確に連結するた

めに必要な情報の提供に関すること。

（削る） 13　情報化担当参事官室に、室長（組織令第１９条第１項に規定する

 参事官をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門官、係

及び係長、主査並びに専門スタッフ職を置く。

（会計企画調整室、会計ＤＸ推進室、施設整備室、厚生管理室及び （会計企画調整室、会計ＤＸ推進室、厚生管理室、ヘルスケア推進

ヘルスケア推進室並びに上席会計監査官及び首席営繕専門官） 室及び上席会計監査官） 

第１２条の２　大臣官房会計課に、会計企画調整室、会計ＤＸ推進 第１２条の２　大臣官房会計課に、会計企画調整室、会計ＤＸ推進

室、施設整備室、厚生管理室及びヘルスケア推進室並びに首席営繕 室、厚生管理室及びヘルスケア推進室を置く。 

専門官１人（関係のある他の職を占める者をもって充てられるもの  

とする。）を置く。  

２～５　（略） ２～５　（略） 

６　施設整備室は、厚生労働省所管の建築物の営繕に関する事務をつ （新設） 

かさどる。  

７　施設整備室に、室長（首席営繕専門官をもって充てられるものと （新設） 

する。）、室長補佐、専門官、班及び班長並びに係及び係長を置  

く。  

８　厚生管理室は、次に掲げる事務をつかさどる。 ６　厚生管理室は、次に掲げる事務をつかさどる。 

（削る） (１)　厚生労働省所管の建築物の営繕に関すること。 

(１)～(４)　（略） (２)～(５)　（略） 

９～13　（略） ７～11　（略） 

14　首席営繕専門官は、命を受けて、厚生労働省所管の建築物の営繕 （新設）

に関する事務を行う。

 （医療情報担当参事官室） 

第１９条の２及び第１９条の３　削除 第１９条の２　医政局に、医療情報担当参事官室を置く。 

２　医療情報担当参事官室は、次に掲げる事務をつかさどる。 



- 3 -

(１)　保健医療に関する情報の保護及び利用並びに保健医療に関する

情報の処理に係る体制の整備に関する政策の企画及び立案並びに

推進の総括に関すること。 

(２)　医療機関等情報化補助業務（医療介護総合確保法第２５条第１

項に規定する医療機関等情報化補助業務をいう。以下同じ。）の

総括に関すること（診療録に関することに限る。）。　 

(３)　医療技術の評価の総括に関すること（他局の所掌に属するもの

を除く。）。 

３　医療情報担当参事官室に、室長（組織令第３９条の２に規定する

参事官をもって充てられるものとする。）、室長補佐、係及び係長

並びに主査を置く。

 （医療情報基盤推進室及び医療情報室） 

第１９条の３　医政局に置かれる参事官の下に、医療情報基盤推進室

及び医療情報室を置く。 

２　医療情報基盤推進室は、保健医療に関する情報の処理に係る体制

の整備に関する政策の企画及び立案並びに推進に関する事務をつか

さどる。 

３　医療情報基盤推進室に、室長（関係のある他の職を占める者をも

って充てられるものとする。）、室長補佐、専門官並びに係及び係

長を置く。 

４　医療情報室は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１)　保健医療に関する情報の保護及び利用に関する政策の企画及び

立案並びに推進に関すること。 

(２)　医療機関等情報化補助業務に関すること（診療録に関すること

に限る。）。 

(３)　医療技術の評価に関すること（他局の所掌に属するものを除

く。）。 

５　医療情報室に、室長、室長補佐、専門官並びに係及び係長を置

く。
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（外来・在宅医療対策室、精神科医療等対策室、救急・周産期医療 （医師確保等地域医療対策室、外来・在宅医療対策室、精神科医療

等対策室及び新興感染症等医療対策室） 等対策室、救急・周産期医療等対策室、新興感染症等医療対策室及

び医療関連サービス室）

第１９条の５　医政局地域医療計画課に、外来・在宅医療対策室、精 第１９条の５　医政局地域医療計画課に、医師確保等地域医療対策

神科医療等対策室、救急・周産期医療等対策室及び新興感染症等医 室、外来・在宅医療対策室、精神科医療等対策室、救急・周産期医

療対策室を置く。 療等対策室、新興感染症等医療対策室及び医療関連サービス室を置

く。

（削る） ２　医師確保等地域医療対策室は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 (１)　地域医療支援病院に関すること。 

 (２)　地域における保健医療に係る計画に関すること。 

 (３)　へき地医療に関すること。 

(４)　(２)の計画に関する医師の派遣に関すること。

（削る） ３　医師確保等地域医療対策室に、室長（関係のある他の職を占める

者をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門官、係及び

係長並びに主査を置く。

２　外来・在宅医療対策室は、地域医療計画課の所掌事務のうち、外 ４　外来・在宅医療対策室は、地域医療計画課の所掌事務のうち、外

来医療、在宅医療及びかかりつけ医機能に関する事務をつかさど 来医療及び在宅医療に関する事務をつかさどる。 

る。

３～９　（略） ５～11　（略）

（削る） 12　医療関連サービス室は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 (１)　病院、診療所及び助産所における業務委託（医療法第１５条の

 ３の規定により行われる業務の委託をいう。）に関すること。 

 (２)　臨床検査技師等に関する法律（昭和３３年法律第７６号）第２

０条の３第１項に規定する衛生検査所に関すること。

（削る） 13　医療関連サービス室に、室長、室長補佐並びに係及び係長を置

く。

（医業経営企画室及び医療安全推進・医務指導室）  

第１９条の６　医政局医療経営改革課に、医業経営企画室及び医療安 （新設） 
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全推進・医務指導室を置く｡  

２　医業経営企画室は、次に掲げる事務をつかさどる。  

(１)　病院、診療所及び助産所の経営管理に関すること。  

(２)　医療法人に関すること。  

(３)　独立行政法人福祉医療機構の行う業務に関すること（独立行政  

法人福祉医療機構法（平成１４年法律第１６６号）第１２条第１  

項第２号に規定する病院等（以下この号において「病院等」とい  

う。）の開設者に対する資金の貸付け及び病院等の経営の診断又  

は指導に関する業務に関することに限る。）。  

３　医業経営企画室に、室長、室長補佐、専門官並びに係及び係長を  

置く。  

４　医療安全推進・医務指導室は、次に掲げる事務をつかさどる。  

(１)　医療の安全に関する調査、企画及び立案並びに調整に関するこ  

と。  

(２)　医療監視員に関すること。  

(３)　病院、診療所及び助産所における安全管理に関すること。  

(４)　看護師等の人材確保の促進に関する法律（平成４年法律第８６  

号）の規定による看護師等の確保に関すること（病院、診療所及  

び助産所の開設者に対する指導及び助言に関することに限  

る。）。  

５　医療安全推進・医務指導室に、室長（関係のある他の職を占める  

者をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門官、係及び

係長並びに主査を置く。

（職員厚生室） （医療法人支援室及び職員厚生室） 

第１９条の７　医政局医療機構運営支援課に、職員厚生室を置く。 第１９条の６　医政局医療経営支援課に、医療法人支援室及び職員厚

生室を置く。

（削る） ２　医療法人支援室は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 (１)　医療法人に関すること。 

(２)　病院、診療所及び助産所の経営管理に関すること。
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（削る） ３　医療法人支援室に、室長（関係のある他の職を占める者をもって

 充てられるものとする。）、室長補佐、専門官並びに係及び係長を

置く。

２・３　（略） ４・５　（略）

 （医師等医療従事者働き方改革推進室） 

（削る） 第１９条の７　医政局医事課に、医師等医療従事者働き方改革推進室

 を置く。 

 ２　医師等医療従事者働き方改革推進室は、医療従事者の勤務環境の

 改善に関する調査、企画及び立案並びに調整に関する事務（他局及

 び他課の所掌に属するものを除く。）をつかさどる。 

 ３　医師等医療従事者働き方改革推進室に、室長（関係のある他の職

 を占める者をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門官

並びに係及び係長を置く。

（医療用物資等確保対策推進室、流通指導室、セルフケア・セルフ （医療用物資等確保対策推進室、流通指導室、セルフケア・セルフ

メディケーション推進室及び医薬品産業政策室） メディケーション推進室及び医薬品産業・ベンチャー等支援政策

室）

第１９条の８　医政局医薬産業振興企画課に、医療用物資等確保対策 第１９条の８　医政局医薬産業振興・医療情報企画課に、医療用物資

推進室、流通指導室、セルフケア・セルフメディケーション推進室 等確保対策推進室、流通指導室、セルフケア・セルフメディケーシ

及び医薬品産業政策室を置く。 ョン推進室及び医薬品産業・ベンチャー等支援政策室を置く。

２　（略） ２　（略）

３　医療用物資等確保対策推進室に、室長（関係のある他の職を占め ３　医療用物資等確保対策推進室に、室長（関係のある他の職を占め

る者をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門官並びに る者をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門官、係及

係及び係長を置く。 び係長並びに主査を置く。

４　流通指導室は、医薬産業振興企画課の所掌事務のうち、次に掲げ ４　流通指導室は、医薬産業振興・医療情報企画課の所掌事務のう

る事務をつかさどる。 ち、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１)・(２)　（略） (１)・(２)　（略）

５　流通指導室に、室長（関係のある他の職を占める者をもって充て ５　流通指導室に、室長（関係のある他の職を占める者をもって充て

られるものとする。）、室長補佐、専門官並びに係及び係長を置 られるものとする。）、室長補佐、専門官、係及び係長並びに主査
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く。 を置く。

６・７　（略） ６・７　（略）

８　医薬品産業政策室は、次に掲げる事務をつかさどる。 ８　医薬品産業・ベンチャー等支援政策室は、次に掲げる事務をつか 

 さどる。 

(１)　（略） (１)　（略） 

（削る） (２)　医薬品、医薬部外品、医療機器その他衛生用品及び再生医療等

 製品の製造販売業、製造業、販売業、貸与業及び修理業を営むベ

 ンチャー企業等の支援に関すること（医療機器政策室の所掌に属

 するものを除く。）。 

(２)　（略） (３)　（略）

９　医薬品産業政策室に、室長（関係のある他の職を占める者をもっ ９　医薬品産業・ベンチャー等支援政策室に、室長（関係のある他の 

て充てられるものとする。）、室長補佐、専門官並びに係及び係長 職を占める者をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門

を置く。 官、係及び係長並びに主査を置く。

（再生医療等研究推進室、医療イノベーション推進室及び特定医薬 （再生医療等研究推進室、医療イノベーション推進室及び特定医薬 

品開発支援室） 品開発支援室）

第１９条の９　（略） 第１９条の９　（略）

２・３　（略） ２・３　（略）

４　医療イノベーション推進室は、次に掲げる事務をつかさどる。 ４　医療イノベーション推進室は、成果の実用化により医薬品、医薬

(１)　成果の実用化により医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器そ 部外品、化粧品、医療機器その他衛生用品及び再生医療等製品にお

の他衛生用品及び再生医療等製品におけるイノベーションの創出 けるイノベーションの創出をもたらす可能性のある医療分野の研究

をもたらす可能性のある医療分野の研究及び開発に関すること。 及び開発に関する事務をつかさどる。

(２)　医療技術の評価に関すること（他局の所掌に属するものを除

く。）。

５　医療イノベーション推進室に、室長（関係のある他の職を占める ５　医療イノベーション推進室に、室長（関係のある他の職を占める

者をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門官、係及び 者をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門官及び主査

係長並びに主査を置く。 を置く。

６・７　（略） ６・７　（略）

（職業紹介等業務担当参事官室）  
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第３０条　職業安定局に、職業紹介等業務担当参事官室を置く。 （新設） 

２　職業紹介等業務担当参事官室は、次に掲げる事務をつかさどる。  

(１)　政府が行う職業紹介及び職業指導の総括に関すること（人材開  

発統括官及び他課の所掌に属するものを除く。）。  

(２)　介護労働者の雇用管理の改善の総括に関すること。  

(３)　職業紹介事業者の行う職業紹介事業に係る介護労働者に関する  

相談援助その他の措置の総括に関すること。  

(４)　公共職業安定所のあっせんにより公共職業能力開発施設の行う  

職業訓練（職業能力開発総合大学校の行うものを含む。）を受け  

る者及び当該職業訓練を修了した者並びに職業訓練の実施等によ  

る特定求職者の就職の支援に関する法律（平成２３年法律第４７  

号）第２条に規定する特定求職者の職業の安定の事務の総括に関  

すること（人材開発統括官及び雇用保険課の所掌に属するものを  

除く。）。  

３　職業紹介等業務担当参事官室に、室長（組織令第８４条の２第１

項に規定する参事官をもって充てられるものとする。）、室長補

佐、専門官並びに係及び係長を置く。

（人材確保支援企画室）  

第３０条の２　職業安定局に置かれる参事官の下に、人材確保支援企 （新設） 

画室を置く。  

２　人材確保支援企画室は、次に掲げる事務をつかさどる。  

(１)　政府が行う職業紹介及び職業指導のうち、労働力が不足してい  

る業種その他の分野に関すること（人材開発統括官及び他課の所  

掌に属するものを除く。）。   

(２)　介護労働者の雇用管理の改善に関すること。  

(３)　職業紹介事業者の行う職業紹介事業に係る介護労働者に関する  

相談援助その他の措置に関すること。  

３　人材確保支援企画室に、室長（人材確保支援企画官をもって充て  

られるものとする。）、室長補佐並びに係及び係長を置く。
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（総括職業指導官）  

第３０条の３　職業安定局に置かれる中央職業指導官７人のうち、１ （新設） 

人を総括職業指導官とすることができる。  

２　総括職業指導官は、命を受けて、中央職業指導官の行う事務の総  

括に関し、参事官を補佐する。

第３０条の４　（略） 第３０条　（略）

（副主任中央職業安定監察官） （次席職業指導官及び副主任中央職業安定監察官） 

第３０条の５　（削る） 第３０条の２　職業安定局総務課中央職業指導官５人のうち、１人を

 次席職業指導官とすることができる。 

（削る） ２　次席職業指導官は、命を受けて、中央職業指導官の行う事務の総

 括に関し、首席職業指導官を補佐する。 

　　職業安定局総務課中央職業安定監察官８人のうち、５人以内を副 ３　職業安定局総務課中央職業安定監察官８人のうち、５人以内を副

主任中央職業安定監察官とすることができる。 主任中央職業安定監察官とすることができる。 

２　（略） ４　（略）

 （労働市場情報整備推進企画室） 

（削る） 第３０条の３　職業安定局雇用政策課に、労働市場情報整備推進企画

 室を置く。 

 ２　労働市場情報整備推進企画室は、労働施策の総合的な推進並びに

 労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和４１

 年法律第１３２号）第４条第１項第６号に規定する施策の企画及び

 立案その他必要な事務をつかさどる。 

 ３　労働市場情報整備推進企画室に、室長（関係のある他の職を占め

 る者をもって充てられるものとする。）、専門官並びに係及び係長

を置く。

（医療費適正化対策推進室及び社会保険審査調整室） （社会保険審査調整室） 
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第４０条　保険局総務課に、医療費適正化対策推進室及び社会保険審 第４０条　保険局総務課に、社会保険審査調整室を置く。 

査調整室を置く。

２　医療費適正化対策推進室は、総務課の所掌事務のうち、次に掲げ （新設） 

る事務をつかさどる。  

(１)　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。  

以下「高齢者医療確保法」という。）第８条第１項に規定する医  

療費適正化基本方針及び全国医療費適正化計画の策定に関するこ  

と。  

(２)　高齢者医療確保法第９条第１項に規定する都道府県医療費適正  

化計画その他の医療に要する費用の適正化の推進に関すること  

（他局及び他課の所掌に属するものを除く。）。  

(３)　高齢者医療確保法第１８条第１項に規定する特定健康診査等基  

本指針の策定に関すること。  

(４)　高齢者医療確保法第１９条第１項に規定する特定健康診査等実  

施計画その他の特定健康診査及び特定保健指導に関する企画及び  

立案並びに調整に関すること（他局及び他課の所掌に属するもの  

を除く。）。

３　医療費適正化対策推進室に、室長（関係のある他の職を占める者 （新設）

をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門官並びに係及

び係長を置く。

４・５　（略） ２・３　（略）

 （医療費適正化対策推進室） 

第４０条の２　削除 第４０条の２　保険局医療介護連携政策課に、医療費適正化対策推進

室を置く。 

２　医療費適正化対策推進室は、医療介護連携政策課の所掌事務のう

ち、次に掲げるものをつかさどる。 

(１)　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。

以下「高齢者医療確保法」という。）第８条第１項に規定する医

療費適正化基本方針及び全国医療費適正化計画の策定に関するこ
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と。 

(２)　高齢者医療確保法第９条第１項に規定する都道府県医療費適正

化計画その他の医療に要する費用の適正化の推進に関すること

（他局及び他課の所掌に属するものを除く。）。 

(３)　高齢者医療確保法第１８条第１項に規定する特定健康診査等基

本指針の策定に関すること。 

(４)　高齢者医療確保法第１９条第１項に規定する特定健康診査等実

施計画その他の特定健康診査及び特定保健指導に関する企画及び

立案並びに調整に関すること（他局及び他課の所掌に属するもの

を除く。）。 

３　医療費適正化対策推進室に、室長（関係のある他の職を占める者

をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門官並びに係及

び係長を置く。

（政策統括官の職務の範囲） （政策統括官の職務の範囲） 

第４３条　政策統括官のうち１人は、次に掲げる職務をつかさどる。 第４３条　政策統括官のうち１人は、次に掲げる職務をつかさどる。 

(１)～(９)　（略） (１)～(９)　（略） 

(10)　労働組合その他労働に関する団体に係る連絡調整に関するこ （新設） 

と。  

(11)　労働関係の調整に関すること（中央労働委員会並びに労働基準 （新設） 

局及び雇用環境・均等局の所掌に属するものを除く。）。  

(12)　（略） (10)　（略） 

(13)　人口動態統計、毎月勤労統計調査その他統計に関すること（他 （新設） 

局及び人材開発統括官の所掌に属するものを除く。）。  

(14)　国立国会図書館支部厚生労働省図書館に関すること。 （新設） 

(15)～(20)　（略） (11)～(16)　（略）

２　政策統括官のうち１人は、次に掲げる職務をつかさどる。 ２　政策統括官のうち１人は、次に掲げる職務をつかさどる。 

(１)～(３)　（略） (１)～(３)　（略）

(４)　厚生労働省の所掌事務に関する情報化に関すること（他の所掌 (４)　労働組合その他労働に関する団体に係る連絡調整に関するこ

に属するものを除く。）。 と。
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（削る） (５)　労働関係の調整に関すること（中央労働委員会並びに労働基準

 局及び雇用環境・均等局の所掌に属するものを除く。）。 

（削る） (６)　人口動態統計、毎月勤労統計調査その他統計に関すること（他

 局の所掌に属するものを除く。）。 

（削る） (７)　国立国会図書館支部厚生労働省図書館に関すること。

(５)　厚生労働省の情報システムの整備及び管理に関すること（他の (８)　厚生労働省の情報システムの整備及び管理に関すること（他局

所掌に属するものを除く。）。 の所掌に属するものを除く。）。

（政策統括室） （政策統括室） 

第４４条　（略） 第４４条　（略） 

２　政策統括室は、次に掲げる事務をつかさどる。 ２　政策統括室は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１)　社会保障制度に関する総合的かつ基本的な政策の企画及び立案 (１)　社会保障制度に関する総合的かつ基本的な政策の企画及び立案

並びに推進に関すること（政策立案・評価担当参事官室及びサイ 並びに推進に関すること（政策評価官室及びサイバーセキュリテ

バーセキュリティ担当参事官室の所掌に属するものを除く。）。 ィ担当参事官室の所掌に属するものを除く。）。 

(２)～(10)　（略） (２)～(10)　（略） 

３　政策統括室に、室長（組織令第２条に規定する政策統括官をもっ ３　政策統括室に、室長（組織令第２条に規定する政策統括官をもっ

て充てられるものとする。）、室長代理（関係のある他の職を占め て充てられるものとする。）、室長代理（関係のある他の職を占め

る者をもって充てられるものとする。）、副室長（関係のある他の る者をもって充てられるものとする。）、副室長（関係のある他の

職を占める者をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門 職を占める者をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門

官、班、係及び係長並びに主査を置く。 官、班、係及び係長、主査並びに専門スタッフ職を置く。 

４～８　（略） ４～８　（略）

（賃金政策推進室） （賃金政策推進室） 

第４４条の２　（略） 第４４条の２　（略） 

２　（略） ２　（略） 

３　賃金政策推進室に、室長（関係のある他の職を占める者をもって ３　賃金政策推進室に、室長（組織令第１８条第１項に規定する公文

充てられるものとする。）、室長代理（関係のある他の職を占める 書監理官をもって充てられるものとする。）、室長代理（組織令第

者をもって充てられるものとする。）、副室長（関係のある他の職 １８条第１項に規定する審議官及び組織規則第７４条第１項に規定

を占める者をもって充てられるものとする。）、所要の室員（関係 する労働経済特別研究官をもって充てられるものとする。）、副室

のある他の職を占める者をもって充てられるものとする。）及び班 長（関係のある他の職を占める者をもって充てられるものとす
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を置く。 る。）、所要の室員（関係のある他の職を占める者をもって充てら

 れるものとする。）及び班を置く。 

４～９　（略） ４～９　（略）

（総務室、統計企画調整室、審査解析室及び国際分類情報管理室） （統計・情報総務室、統計企画調整室、審査解析室及び国際分類情

 報管理室） 

第４９条　本省に置かれる参事官の下に、総務室、統計企画調整室、 第４９条　本省に置かれる参事官の下に、統計・情報総務室、統計企

審査解析室及び国際分類情報管理室を置く。 画調整室、審査解析室及び国際分類情報管理室を置く。 

２　総務室は、次に掲げる事務をつかさどる。 ２　統計・情報総務室は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１)～(３)　（略） (１)～(３)　（略） 

３　総務室に、室長（組織令第１３１条第１項に規定する参事官をも ３　統計・情報総務室に、室長（組織令第１３１条第１項に規定する

って充てられるものとする。）、室長補佐、専門官、係及び係長、 参事官をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専門官、係

主査並びに専門スタッフ職を置く。 及び係長、主査並びに専門スタッフ職を置く。 

４～９　（略） ４～９　（略）

（人口動態・保健社会統計室、保健統計室、社会統計室、世帯統計 （人口動態・保健社会統計室、保健統計室、社会統計室、世帯統計

室及び行政報告統計室） 室及び行政報告統計室） 

第５０条　（略） 第５０条　（略） 

２～９　（略） ２～９　（略） 

10　行政報告統計室は、次に掲げる事務をつかさどる。 10　行政報告統計室は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１)　衛生行政、地域保健及び健康増進の事業報告に関する統計調査 (１)　衛生行政、地域保健及び健康増進の事業報告に関すること。 

に関すること。 　 

(２)　福祉行政の事業報告に関する統計調査に関すること。 (２)　福祉行政の事業報告に関すること。 

11　（略） 11　（略）

（情報政策総括担当参事官室）  

第５２条　政策統括官の下に、情報政策総括担当参事官室を置く。 第５２条　削除 

２　情報政策総括担当参事官室は、次に掲げる事務をつかさどる。  

(１)　政策統括官の所掌事務（第４３条第２項に規定するものに限  

る。第３号において同じ。）に関する総合調整に関すること。  
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(２)　厚生労働省の所掌事務に関する情報化に関すること（他の所掌  

に属するものを除く。）。  

(３)　前二号に掲げるもののほか、政策統括官の所掌事務で他の所掌  

に属しないものに関すること。  

３　情報政策総括担当参事官室に、室長（組織令第１３１条第１項に  

規定する参事官をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専  

門官、係及び係長、主査並びに専門スタッフ職を置く。

（労働情報政策管理室）  

第５２条の２　本省に置かれる参事官の下に、労働情報政策管理室を （新設） 

置く。 

２　労働情報政策管理室は、労働に関する情報の収集及び分析並びに

その結果の提供に関する事務（他局及び人材開発統括官の所掌に属

するものを除く。）をつかさどる。 

３　労働情報政策管理室に、室長（労働情報政策管理官をもって充て

られるものとする。）、室長補佐並びに係及び係長を置く。

（サイバーセキュリティ担当参事官室） （サイバーセキュリティ担当参事官室） 

第５３条　（略） 第５３条　（略）

２　（略） ２　（略）

３　サイバーセキュリティ担当参事官室に、室長（組織令第１３１条 ３　サイバーセキュリティ担当参事官室に、室長（組織令第１９条第

第１項に規定する参事官をもって充てられるものとする。）、室長 １項に規定する参事官をもって充てられるものとする。）、室長補

補佐、専門官、係及び係長並びに主査を置く。 佐、専門官、係及び係長並びに主査を置く。

（情報システム共創推進室）  

第５３条の２　政策統括官の下に、情報システム共創推進室を置く。 （新設） 

２　情報システム共創推進室は、厚生労働省の情報システムの整備及  

び管理の適正化の推進に関する事務をつかさどる。  

３　情報システム共創推進室に、室長（組織令第２条に規定する政策  

統括官をもって充てられるものとする。）、室長代理（組織令第１  
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３１条第１項に規定する参事官をもって充てられるものとする。）  

及び所要の室員（関係のある他の職を占める者をもって充てられる  

ものとする。）を置く。  

４　室長代理は、室長を助け、情報システム共創推進室の事務を分担  

処理する。  

５　室員は、命を受けて、情報システム共創推進室の事務を分担処理  

する。

（医療情報基盤担当参事官室）  

第５３条の３　政策統括官の下に、医療情報基盤担当参事官室を置 （新設） 

く。  

２　医療情報基盤担当参事官室は、次に掲げる事務をつかさどる。  

(１)　保健医療に関する情報の活用のための基盤の整備に関する政策  

の企画及び立案並びに推進に関すること（医療情報連携担当参事  

官室の所掌に属するものを除く。）。  

(２)　医療保険者（高齢者医療確保法第７条第２項に規定する保険者  

及び同法第４８条に規定する後期高齢者医療広域連合をいう。）  

及び審査支払機関の情報処理の高度化の推進に関すること（保険  

局の所掌に属するものを除く。）。  

(３)　高齢者医療確保法第１６条第２項及び第３項の規定により提供  

される情報の管理に関すること（保険局の所掌に属するものを除  

く。）。  

(４)　社会保険診療報酬支払基金の行う業務に関すること（地域にお  

ける医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年  

法律第６４号。以下この号、次号及び次条において「医療介護総  

合確保法」という。）第２５条第１項に規定する医療機関等情報

化補助業務（健康保険法（大正１１年法律第７０号）第３条第１

３項に規定する電子資格確認（次条において「電子資格確認」と

いう。）に関することに限る。）及び医療介護総合確保法第２５

条第１項に規定する支払基金連結情報提供業務に関することに限



- 16 -

る。）。 

(５)　国民健康保険団体連合会の行う業務に関すること（医療介護総

合確保法第３６条に規定する連合会連結情報提供業務に関するこ

とに限る。）。 

３　医療情報基盤担当参事官室に、室長（組織令第１３１条第１項に

規定する参事官をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専

門官、係及び係長並びに主査を置く。

（医療情報連携担当参事官室）  

第５３条の４　政策統括官の下に、医療情報連携担当参事官室を置 （新設） 

く。  

２　医療情報連携担当参事官室は、次に掲げる事務をつかさどる。  

(１)　保健医療に関する情報の連携に関する政策の企画及び立案並び  

に推進に関すること。  

(２)　社会保険診療報酬支払基金の行う業務に関すること（医療介護  

総合確保法第２５条第１項に規定する医療機関等情報化補助業務  

（電子資格確認に関することを除く。）並びに同項に規定する支  

払基金電子処方箋管理業務及び支払基金電子診療録等情報管理業  

務に関することに限る。）。  

(３)　国民健康保険団体連合会の行う業務に関すること（医療介護総  

合確保法第３６条に規定する連合会電子処方箋管理業務及び連合  

会電子診療録等情報管理業務に関することに限る。）。  

３　医療情報連携担当参事官室に、室長（組織令第１３１条第１項に  

規定する参事官をもって充てられるものとする。）、室長補佐、専

門官、係及び係長、主査並びに専門スタッフ職を置く。

（情報システム管理室） （情報システム管理室） 

第５４条　（略） 第５４条　（略） 

２　情報システム管理室は、厚生労働省の情報システムの整備及び管 ２　情報システム管理室は、厚生労働省の情報システムの整備及び管

理に関する事務（他の所掌に属するものを除く。）をつかさどる。 理に関する事務（他局の所掌に属するものを除く。）をつかさど
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 る。 

３　（略） ３　（略）

（この訓令に規定する室に置かれる室長補佐等の名称等） （この訓令に規定する室に置かれる室長補佐等の名称等） 

第５５条　第９条の３、第１１条の２から第１４条まで、第１９条、 第５５条　第９条の３、第１１条の２から第１４条まで、第１９条か

第１９条の４から第２３条まで、第２５条の２から第２８条の２ま ら第２３条まで、第２５条の２から第２８条の２まで、第２８条の

で、第２８条の５、第２９条の３、第３０条、第３０条の２、第３ ５、第２９条の３、第３０条、第３０条の３、第３２条から第３３

０条の４、第３２条から第３３条の２まで、第３５条の３、第３６ 条の２まで、第３５条の３、第３６条の２、第３７条、第３８条か

条の２、第３７条、第３８条から第４０条まで、第４０条の３から ら第４２条の１１まで、第４５条、第４７条、第４９条から第５１

第４２条の１１まで、第４５条、第４７条、第４９条から第５３条 条まで、第５３条及び前条に規定する室に置かれる室長補佐、専門

まで、第５３条の３から前条までに規定する室に置かれる室長補 官、班若しくは班長、係若しくは係長、専門職、主査又は専門スタ

佐、専門官、班若しくは班長、係若しくは係長、専門職、主査又は ッフ職については、それぞれ第２条第３項若しくは第４項、第３条

専門スタッフ職については、それぞれ第２条第３項若しくは第４ 第２項若しくは第３項、第４条第３項若しくは第４項、第５条第３

項、第３条第２項若しくは第３項、第４条第３項若しくは第４項、 項若しくは第４項、第６条第２項若しくは第３項、第７条第２項若

第５条第３項若しくは第４項、第６条第２項若しくは第３項、第７ しくは第３項又は第９条の２第２項若しくは第３項の規定を準用す

条第２項若しくは第３項又は第９条の２第２項若しくは第３項の規 る。 

定を準用する。  

２　第４４条に規定する室に置かれる室長補佐、専門官、係若しくは ２　第４４条に規定する室に置かれる室長補佐、専門官、係若しくは

係長、専門職又は主査については、それぞれ第２条第３項若しくは 係長、専門職、主査又は専門スタッフ職については、それぞれ第２

第４項、第３条第２項若しくは第３項、第５条第３項若しくは第４ 条第３項若しくは第４項、第３条第２項若しくは第３項、第５条第

項、第６条第２項若しくは第３項又は第７条第２項若しくは第３項 ３項若しくは第４項、第６条第２項若しくは第３項、第７条第２項

の規定を準用する。 若しくは第３項又は第９条の２第２項若しくは第３項の規定を準用

する。

　　　附　則 　　　附　則 

１　（略） １　（略） 

２　保険局総務課医療費適正化対策推進室は、第４０条第２項各号に ２　保険局医療介護連携政策課医療費適正化対策推進室は、第４０条

掲げる事務のほか、高齢者医療確保法附則第２条に規定する政令で の２第２項各号に掲げる事務のほか、高齢者医療確保法附則第２条

定める日までの間、同条に規定する病床転換助成事業に関する事務 に規定する政令で定める日までの間、同条に規定する病床転換助成

をつかさどる。 事業に関する事務をつかさどる。
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